（参考様式13）
施設・設備（地域連携・消防・建築）等申請調書
（該当部分を記入し、□にチェックをつけてください）　　　　　　　　　　記入担当者　　　　　　　　　　
	1 　法人の名称
	

	2 　事業所の名称
	
	利用定員
	人

	3 　サービス種類
	

	④　近隣住民に対する

事業説明の実施状況

〔平面図及び設備の変更
の場合は不要〕
	説明方法（説明会の開催、近隣への戸別訪問等）、実施日、説明の相手方
（町内会長、近隣住民○○さん等）、説明した内容等を具体的に記入して

ください。説明用に配付した資料があれば添付すること。
・説明方法：
・実施日：
・説明の相手方：

・説明内容：

	⑤　消防法における必要な要件の確認

消防署への確認欄

図面、消防設備の写真を持参して確認すること。

併せて、確認時に消防署へ持参した書類（写）を添付してください。
	相 談 日
令和　　　年　　　月　　　日
相談部署
　　　　消防署（例：千種消防署）担当者名　　　　　
内　容
適用条項
□別表6項ロ　□別表6項ハ　□別表　　項　　
使用開始までに新たに設置が必要な設備　　□不要
□消火器　　　　　□誘導灯　　　　□避難器具
□自動火災報知設備（煙感知器含む）
□火災通報装置　　□スプリンクラー設備
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
防火管理者の配置　□要（修了証写添付）□不要　　
実施時期
令和　　年　　月　　日頃（対応が必要な場合に記入）
注意：指定日前に必要な設備の設置が完了していない場合、指定は受けられません。（指定日前に受付印押印のある消防用設備設置届の写しを提出すること。）

	⑥建築基準法等における必要な要件の証明
　
　
	ア.既存建物で用途変更面積が200㎡を超える場合又は新築・増築の場合

建築確認申請について

　□実施済み　⇒　確認済証（写）添付（工事完了後は検査済証等（写））
　□未実施　　⇒　実施時期（令和　　年　　月　　日頃）

注意1：指定日前に必要な手続きが完了していない場合、指定は受けられません。（現地確認日前に検査済証又は受付印押印のある工事完了届の写しを提出すること。）
注意2：建築基準法での建築物の用途が児童福祉施設等又は診療所であることが必要です。
（不動産登記上の用途ではありません。）

	
	イ.既存建物で用途変更面積が200㎡以下の場合
提出した平面図に記載の児童発達支援・放課後等デイサービスの指定を受けようとする建築物又は建築物の部分は、建築基準法施行規則別記様式に定める、児童福祉施設等の用途の区分に適合していることを確認した。（別紙「建築物の現況調査による適合証明証書」を添付）
令和　　　年　　月　　日
建築士氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
建築士事務所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

※この調書は、児童発達支援、放課後等デイサービスの場合に作成してください。

令和　　年　　月　　日
建築物の現況調査による適合証明証書
【証明する者】
建築士事業所名
建築士　氏名
建築士番号　　　級建築士　　　　　第　　　号
　児童発達支援・放課後等デイサービスの指定を受けようとする以下の建築物又は建築物の部分については、建築基準法施行規則別記様式の用途区分による児童福祉施設等として、建築基準法及び建築基準法関係法令に適合していることを目視にて確認しました。
　　
　　建築物の住所（部屋番号）
　　障害児通所支援事業所名称
　　
　　
　　
　　事業所実施法人
　　　　　　法人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※この証明は施設・設備（地域連携・消防・建築）等申請調書（参考様式13）⑥イの場合に、現地確認より前に提出してください。
児童福祉法6条の2の2に定める児童発達支援、放課後等デイサービス事業を行うことのできる建築物であることの証明を建築士にもらってください。


申請書類受理前に、建築士作成した平面図等での確認が必要です。








